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図-7 最大流体力図（200 年確率）

上図については、現在、精査・確認作業中であり公表までに修正されることがあり

ます。また、測量データ等の整備状況にあわせて、逐次、解析範囲を拡大していく

予定です。
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図-8 床上浸水（浸水深 50cm以上）の年発生確率

上図については、現在、精査・確認作業中であり公表までに修正されることがあり

ます。また、測量データ等の整備状況にあわせて、逐次、解析範囲を拡大していく

予定です。
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図-9 家屋水没（浸水深 3.0m以上）の年発生確率

上図については、現在、精査・確認作業中であり公表までに修正されることがあり

ます。また、測量データ等の整備状況にあわせて、逐次、解析範囲を拡大していく

予定です。
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図-10 家屋流失（流体力 2.5m3/s2以上）の年発生確率

上図については、現在、精査・確認作業中であり公表までに修正されることがあり

ます。また、測量データ等の整備状況にあわせて、逐次、解析範囲を拡大していく

予定です。
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第４章 流域治水の進め方

１ 洪水を安全に「ながす」対策

国、滋賀県、市町等、河川や水路等の管理者は、均衡ある治水安全度の向上を図る

ため、河川や水路等の治水施設の効果的・効率的な整備を着実に実施するとともに、

各施設が持つ流下能力を発揮させるため適切な維持管理を行います。

また、整備水準を超える洪水が発生した場合でも被害を最小限に抑えるための対策

についても、必要に応じて検討・実施します。

（１）適切な河川等の維持管理

滋賀県は、河川の維持管理が治水上最重要であるとの認識のもと、現況河道が持つ

流下能力を十分に発揮させるため、上下流に比べて流下能力が不足するなど、治水上

支障のある箇所を見極めた上で、緊急性の高いところから河道内樹木の伐採や堆積土

砂の浚渫、護岸の修繕等を着実に実施します。

また、滋賀県は、地域に身近な河川について、補助制度（ふるさとの川づくり協働

事業等）を用意し、関係自治体や住民と協働した維持管理を推進します。

市町が管理する準用河川・下水道（雨水）・普通河川や、農業者が管理する農業用

排水路などの各種排水施設についても、各々の施設管理者は流下能力を十分に発揮さ

せるため補助制度も活用しつつ適切な維持管理に努めます。

表-1 維持管理に関する役割分担

国・県
主体 ○各管理河川の確実な維持管理や適切な巡視点検

支援 ○地域の河川愛護活動が円滑に実施されるための支援

市 町

主体 ○準用・普通河川の確実な維持管理や適切な巡視点検

支援

○河川愛護活動から発生する竹木などの処分の支援

○地域の河川愛護活動が円滑に実施されるための支援

○水防管理者としての堤防の監視

住 民 主体
○川さらえや除草作業など河川愛護活動への参加

○堤外民地の適正な維持管理

企業等 主体 ○地域の河川愛護活動への参加
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（２）均衡ある治水安全度の向上と効果的・効率的な河川整備等

国は、管理する河川（瀬田川ほか）において、「淀川水系河川整備基本方針」およ

び「淀川水系河川整備計画」に基づき、計画的に河川整備を進めます。また、滋賀県

は、「滋賀県の河川整備方針」および各圏域の河川整備計画（一部策定中）に基づき、

計画的に河川整備を実施します。同様に、市町においても、各地域で必要な治水安全

度を確保するため、管理する準用河川、下水道（雨水）、普通河川の整備を進めます。

農業用排水路についても、滋賀県および市町は、農地に必要な治水安全度を確保する

よう整備を進めます。

これらの河川や水路等の整備については、実施主体が異なるものの水系一貫の観点

から、上下流や同種同規模の河川・水路等との整備のバランスを図ることが重要です。

そのため、一部の地域での整備が著しく遅れることのないよう、各実施主体（国・滋

賀県・市町）が連携しながら着実に整備を進めます。

資料２ 滋賀県が実施する河川整備（「中長期整備実施河川の検討」より）

滋賀県は「中長期整備実施河川の検討」により、客観的な指標を用いて事業着手河川の優先

度を決定するため、県が管理する 506 河川をＡからＤの４つのランクに分けた。その結果、35

河川を緊急に整備が必要なＡランク河川として、Ａランクの次に整備実施が必要な 42河川をＢ

ランク河川として選定した。

Ａランク河川と、Ｂランク河川のうち事業実施中の 12 河川を合わせた 47 河川を対象に、具

体的な整備内容については、「川づくり会議」および「淡海の川づくり検討委員会」を開催し、

地域住民や学識経験者の意見を聴き、さらに関係市町長の意見を聴いたうえで、河川ごとに検

討を進め、河川整備計画を策定し着実に実施する。

整備を進めるにあたっては、将来の計画規模を一気に達成することは財政的にも時間的にも

制約等があり困難であることから、当面（河川整備計画期間であるおおむね 20年間）の目標を

以下のように定めて段階的に治水安全度を向上させる。

◇県内の比較的大規模な河川（流域面積が 50km²以上の河川）は戦後最大洪水規模相当に対応

する治水安全度を確保できる規模の整備を進める。

◇県内の比較的小規模な河川（流域面積が 50km²未満の河川）は、おおむね 10 年確率洪水

（50mm/hr 相当）に対応する治水安全度を確保できる規模の整備を進める。

表-2 河川整備に関する役割分担

国・県 主体

○河川整備基本方針、河川整備計画等の策定

○管理者としての効果的・効率的な整備の実施

○河川整備に関する普及・啓発活動

市 町

主体 ○管理者としての効果的・効率的な整備の実施

支援
○河川整備計画策定過程への参加

○住民との連絡調整

住 民 主体
○河川整備計画策定過程への参加

○河川整備に対する理解と協力

企業等 主体 ○河川整備に対する理解と協力
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（３）整備水準を超える洪水対策

滋賀県が河川整備を進める際には、整備水準を超える洪水が発生した場合でも被害

を最小限に抑える対策を併せて進めることとします。

現存する河畔林に、はん濫流の勢いを抑えるなどの水害防備林としての効果が認め

られる場合には、当該河畔林を河川管理施設としての樹林帯に指定し保全します。

滋賀県は、「中長期整備実施河川の検討」および河川整備計画に基づき、堤防が決

壊した場合に危険度の高い河川（Ｔランク河川）について、壊滅的被害の回避・軽減

を図る事業を実施します【参-17】。

当該事業については、「①人家連担地などで堤防決壊時に壊滅的被害が想定され」、

かつ、「②当面の間、下流リスクとの関係から新たな河道断面の拡大（築堤・拡幅・

掘削等）、あるいは、掘り込み河川化など抜本対策が困難な」区間において、優先的

に実施することとします。具体的には、堤防の侵食対策や浸透対策に併せて堤防天端

の舗装など越水にも資する対策や、水害防備林や霞堤等の整備・保全など堤防強化以

外の減災対策も必要に応じて検討し実施します【参-17】。

２ 流域で雨水を「ためる」対策

公園やグラウンド、道路、公共施設等の管理者は、雨水貯留および地下浸透対策を

実施します。農林業関係者が、森林や農地の適正な保全管理に努めることができるよ

う、滋賀県および市町は支援を行います。そのことにより、流域全体での雨水貯留機

能・浸透機能を維持向上させ、洪水の急激な流出を緩和し河川・水路への負荷を軽減

します。

（１）森林や水田の洪水緩和機能等の保全

森林や田畑については、雨水を一時的に貯めたり地下浸透させたりする多面的な機

能を有しており、この機能が持続的に発揮されるよう維持保全していくことが必要で

す。また、手入れが行き届いていない山林の倒木などが流木となり、被害拡大の原因

となる場合もあります。

森林の洪水緩和機能の維持や流木による洪水被害の拡大予防のため、琵琶湖森林づ

くり条例の基本理念のもと、滋賀県は、市町および国と相互に連携を図り、森林所有
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者、森林組合、住民、事業者等と協働して以下に示す対策を実施し、森林の多面的な

機能の保全に努めます。

◇ 災害から住民の生命財産を保全するため、保安林の指定による森林管理の推進

◇ 手入れ不足人工林の計画的な間伐の実施

◇ 針広混交林や長伐期林への誘導および効果的な森林の保全整備の実施

◇ 下流の市民団体、ボランティア等と上流の森林所有者との上下流連携による森林

づくりの推進

◇ 県産材の利用拡大による森林資源の循環利用の促進

また、優良農地を保全・整備し将来にわたって確保していくため、滋賀県および市

町は、農業振興地域の整備に関する法律など関係法令の的確な運用や、農業振興に必

要な施策を実施するとともに、田畑の所有者や耕作者は、農業の営みを通した適正な

保全管理に努めることとします。

（２）貯留機能や地下浸透機能の強化

河川や水路等への洪水の急激な流出を緩和するため、市町は、滋賀県、事業者、住

民等と連携し、条例による規制や助成等を活用して、以下に示す対策を積極的に進め

ます。

◇ 雨水貯留対策（公園、グラウンド、ため池、調整池等を活用した貯留、各家庭や

公共施設での雨水タンクによる貯留など）

◇ 地下浸透対策（道路における透水性舗装や浸透側溝、各家庭や公共施設における

浸透ますの設置など）

また、都市計画法等に基づく開発行為の許可に関して、滋賀県および市町は、開発

に対する雨水排水基準や開発指導要綱を設け、下流河川・水路の流下能力が不足する

場合に、開発者に対して流出抑制施設の設置を指導します。

滋賀県および市町は、適正に開発区域からの流出抑制を図るため、適宜、開発行為

に関する技術基準等の見直しを行います。
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表-3 貯留機能や地下浸透機能の強化に関する役割分担

県 主体
○管理施設での貯留施設や地下浸透施設の設置・維持管理

○一級河川流域での開発地における雨水排水処理の指導

市 町
主体

○管理施設での貯留施設や地下浸透施設の設置・維持管理

○普通河川流域等での開発地における雨水排水処理の指導

支援 ○家庭における対策の普及支援

住 民 主体 ○家庭での貯留施設や地下浸透施設の設置・維持管理

企業等 主体 ○管理施設での貯留施設や地下浸透施設の設置・維持管理

３ はん濫を一定の地域に「とどめる」対策

滋賀県は、「地先の安全度」に関する情報を活用し、流域・はん濫原での改変行為

（連続盛土構造物の設置・撤去等）の影響を調査します。また、滋賀県は調査結果に

基づき、一部の地域の水害リスクが著しく高まる場合には、改変行為を行うもの（原

因者）に対してはん濫原減災対策の実施など適切な対応を求めます。

また、家屋の流失・水没が想定される箇所での建築規制（建築基準法第 39 条に基

づく災害危険区域を活用）や、床上浸水が頻発する箇所での土地利用規制を行い、人

的被害や深刻な資産被害を回避・軽減します。ただし、規制の態様を定める場合には、

市町と十分に調整を行い、新たなまちづくりや歴史的に形成された景観の保全に係る

取組を阻害しないよう最大限配慮します。

（１）既存のはん濫流制御施設の機能復元・維持等

滋賀県は、流域に存在する二線堤、輪中堤および霞堤について、治水上の役割や効

果等を再評価し、現状の土地利用と整合を図りながら、機能の復元・維持や新たな整

備を行います【参考-18】。

なお、遊水機能を有する霞堤の機能の復元・維持や新たな整備を進める際、河川整

備の計画洪水の処理に資する場合、本堤との間の土地を河川区域に指定することも検

討します。

（２）連続盛土構造物によるリスク転嫁の回避・軽減、または連続盛土構造物の有効

活用

流域・はん濫原を横断する道路・鉄道などの連続盛土構造物を設置する場合、当該
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施設がはん濫流をせき止める効果を発揮し、はん濫流の上流側では被害を助長する一

方で下流側では被害を軽減する場合があります。

そのため、滋賀県は、連続盛土構造物の設置によって一部の地域に過度にリスク転

嫁がされないよう事業者等に対して連続盛土の一部に暗渠を設置したり避溢橋構造

としたりするなど必要な対策を求めることとします。

また、地域の土地利用によっては、連続盛土構造物の設置により全体として被害が

軽減される場合もあることから、地域合意が得られる場合には、滋賀県は、事業者と

連携し、はん濫流制御施設として当該施設の有効活用を図ります。

（３）安全な土地利用や住まい方の誘導

１）安全な土地利用に関すること

これまで、都市計画・土地利用計画等においては、情報が十分でなかったこと等か

ら、当該地域の水害リスクが明示的に考慮されませんでした。今後は、「地先の安全

度」に関する情報を活用し、水害リスクをも考慮した土地利用を進めることが求めら

れます。

そのため、滋賀県は、床上浸水の頻発が想定される箇所については、新たに市街化

区域へ編入することを原則禁止することとします（図-11）【参考-19】。併せて、被害回避

に係る技術基準を設けることなどにより、都市計画法の開発許可制度等を連動させ、

水害に対して最低限の安全性を確保した開発を促進します。

また、流域治水対策などの減災の考え方が組み入れられた国土利用計画および土地

利用基本計画に基づき安全で安心できる県土利用を図ります。併せて、市町は、県条

例や国および県の国土利用計画等を基本として、順次、水害リスクをも考慮した各市

町の国土利用計画等の見直しを進めます。

２）住まい方の工夫に関すること

滋賀県または市町は、家屋流失や水没が想定される箇所については、建築基準法第

39条に基づく災害危険区域を活用した建築規制を行います（図-11）【参考-20】。具体的に

は、人的被害を回避するため住居の用に供する建築物および公的施設（病院、学校、

官公庁等）の建築を原則禁止し、人的被害を回避するために必要な対策が講じられた

と認められる場合に建築を許可することとします。その実効性を高めるため、滋賀県

は、既存建築物の建替えや改築については助成等を行います。
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滋賀県と市町は、区域指定の方法および規制の内容について、十分に調整を行いま

す。

住民、事業者等が、規制区域以外の比較的リスクの高い場所においても、地域の水

害履歴や「地先の安全度」に関する情報を参考に、建築物の建築の回避や敷地の嵩上

げなどの住まい方の工夫ができるよう、滋賀県は建築物の耐水化ガイドラインを策定

するとともに、市町と協働して安全な住まい方について指導や普及啓発を行います。
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図-11 土地利用・建築規制の対象となるリスクの範囲

表-4 安全な土地利用や住まい方の誘導に関する役割分担

県

主体

○床上浸水の頻発が想定される箇所については、都市計画法第 13

条に基づき新たに市街化区域に含めない。

○家屋流失や水没が想定される箇所については、建築基準法第 39

条に基づく災害危険区域を活用し、建築規制を行う。

支援
○安全な住まい方のための基礎地盤の嵩上げや建築物の耐水化に

必要な費用の一部を助成する。

市町 主体

○家屋流失や水没が想定される箇所については、建築基準法第 39

条に基づく災害危険区域を活用し、建築規制を行う。

○水害に備えた土地利用・建築への理解、住民への普及・啓発

○都市計画、土地利用計画等との整合

住 民

企業等
主体

○危険箇所で建築を回避したり、敷地を高くしたりするなど、水

害に備えた住まい方の工夫を行う。
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４ 水害に「そなえる」対策

滋賀県は、「地先の安全度」に関する情報を広く公表し、国および市町等の関係機

関と協働して積極的に普及を行い、流域で暮らす住民と水害リスクに関する認識の共

有を図ります。その上で、関係機関および住民と協働し、地域の実情を踏まえたきめ

細やかな避難計画の検討を行うなど、着実に水害対応の強化を図ります。

（１）水害に対する意識の向上（知恵を広める）

１）新しい情報を活用する

滋賀県は、水防法に基づく主要な河川の浸水想定区域図の公表に加え、身近な河川

や水路等からのはん濫も考慮した「地先の安全度」に関する情報を広く整備・開示し、

さまざまな手段を用いて、すべての住民との共有を進めます。これらの情報について

は、河川や水路等の治水施設の整備の進捗やはん濫解析技術などの進歩に応じて適時

適切に更新していきます。さらに滋賀県は、これらと併せ、雨量・水位（予測値も含

む。）や、河川の流下能力、堤防点検結果等などの水害に備えるために有効なさまざ

まな情報を積極的に発信していきます。

市町は、従前の浸水想定区域図に加え、滋賀県が新たに作成公表する「地先の安全

度」に関する情報についても、洪水ハザードマップ等の基礎情報として活用を進めま

す。なお、滋賀県は、ハザードマップの作成や更新作業が円滑に進むよう、市町に対

し継続的に技術的、財政的支援を行います。

また、洪水ハザードマップをより有効に活用していくため、以下の取組を行います。

◇ 市町は、ハザードマップが身近なものとなるよう、できるだけ住民協働で作成す

るとともに、他の災害を含めた複合的な防災マップづくりを進める。

◇ 国、滋賀県および市町は、日常生活でも水害を意識し、住まい方の工夫などの水

害対策や避難を自主的に行えるよう、住民と協働して、想定される浸水深や避難所

などの情報看板を各地域に設置する（例えば、まるごとまちごとハザードマップ等）。

◇ 滋賀県および市町は、住民、事業者等と協働して、地域ごとに地域特性に応じた

避難判断基準や避難体制などの確立を図る。

国、滋賀県および市町は、ひとりでも多くの住民が水害に備える知識を得るために、
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住民自らや事業者等が行う以下の取組を促進し積極的に支援していきます。

◇ 住民自らが勉強し、地域での水害への備えに役立つ知識や情報を得る努力をする。

◇ 地域単位の避難マップの作成や図上訓練を実施する。

◇ 子どもたちや若い世代、新たに地域に定住された人びとに、水害の危険性や水害

に備える知恵を伝える工夫をする。

◇ 川沿いを歩いて川の状況を日常的に把握したり、川に関する各種活動を実施した

りするなど、住民の川への関心を高める努力を行う。

◇ 不動産取引時において、「地先の安全度」、洪水ハザードマップ等の情報を提供

する。

２）先人の知恵から学ぶ

滋賀県は市町と協働して、地域の水害経験や水害に備える知恵が将来にわたり伝承

されるよう、水害経験者に聞き取り調査を行い、記録に留めるとともに広く発信しま

す。

また、川に親しむ活動は、住民が主体的に川と人との関わりを再考し、当事者意識

を高め洪水に備える意識を取り戻すきっかけとなります。そのため、滋賀県は市町と

協働して、住民等によるこれらの活動に参画し、有用な情報を提供するなど積極的な

支援を行います。

住民、事業者等が水害の備えに役立つ地域情報や知恵（体験者の経験、水害履歴な

ど）を根付かせる取組（冊子や看板など形で残すなど）を進められるよう、滋賀県は

市町と協働して、有用な情報を提供するなど積極的に支援します。

（２）自ら備え、判断し、行動する人びとの育成（人を育てる）

滋賀県は市町と協働して、水害に対する地域防災力が高まるよう、以下の取組を進

めます。

◇ 出前講座、水害版図上訓練、避難訓練、学校や生涯学習の場を通じた防災教育な

どを継続的に実施する。

◇ 研修会を開催するなどにより、指導者や地域の防災活動の中心となるリーダー等

を養成するとともに、リーダー等が防災活動に専念できるよう事業者等へ協力要請

などを行う。
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◇訓練等を通じて消防団員等の水防技術の向上に努める。

◇防災ボランティアなど地域で災害時等に自ら行動できる人材を育成する。

◇社会教育活動との連携の強化など、関係機関と連携して水害等に対する意識を高め

る取組を進める。

住民、事業者等が、水害は必ず起こるという覚悟を持ち、普段から水害に備える人

を育てられるよう、滋賀県は市町と協働して、各種の情報提供や指導者の派遣などに

より以下に示す地域の活動を支援します。

◇ 夜間や雨天時での訓練や、流水のある水路を歩くなど、実際の避難状況がイメー

ジしやすい訓練を実施する。

◇ 携帯電話・ラジオ・杖・ロープ・懐中電灯など、避難行動に必要な道具を揃え、

使い方を学習しておく。

◇ 環境保全活動や祭りなどの地域行事と一緒に、水防訓練や水害に関する勉強会を

楽しく実施するなど、多くの人が参加しやすい工夫をする。

◇ 防災活動の担い手を増やすため、自治会に属していない人に対して、地域でのさ

まざまな防災活動への参加を促す。

◇ 地域に水害が発生する危険性が高まっている場合は、防災活動の担い手は地域に

留まり警戒活動等に従事できるよう努める。

（３）各地域間・各種団体間相互の協力体制の構築やネットワーク化（仲間をつくる）

滋賀県は市町と協働して、各組織間で応援協定が結ばれるなど、組織同士の連携が

図れるよう働きかけるとともに、各組織が交流できる場を提供します。

市町は、国より示された「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」や、滋賀県が

作成した「災害時要援護者の避難支援対策マニュアル」を参考に、災害時要援護者対

策の取組方針を明らかにした「避難支援プラン（全体計画）」を策定するとともに、

要援護者一人ひとりの支援者と避難方法を定めた「避難支援プラン（個別計画）」の

策定を、住民や福祉関係機関と連携して積極的に進めます。

住民、事業者等が地域外や異なる目的を持つ団体との協力体制を整備し、大災害時

でも地域を守れるように、滋賀県は市町と協働して、住民、事業者等による以下の活

動を支援します。

◇ 水防活動の応援や、避難所等の利用、物資の支援などの連携体制を整え、あらか
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じめ連携する組織と一緒に訓練などを実施しておく。

◇ 流域間、上下流、左右岸での組織間の協力体制を取り決めておく。

◇ 先進地域のリーダーを招いて話を聞くなど、組織間で交流し、学び合い、活動を

高め合うよう努める。

（４）水害に強い体制の整備（組織・体制をつくる）

１）避難勧告基準等の明確化

市町は、国の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」や、滋賀県

が作成した「洪水等避難計画作成支援マニュアル」を参考に、避難勧告等の発令のタ

イミングや対象区域を設定します。避難勧告を行うための雨量や河川・水路の水位等

の判断基準は、河川等の管理者が主体となって、国、滋賀県および市町が協働して設

定します。

河川等の管理者は、堤内外に避難判断基準となるわかりやすい目印を設置すること

などにより、住民が河川の水位を測れる工夫を行います。そのことにより、地域自ら

が水防活動や自主避難の開始判断を行う水位を設定するよう努めるものとし、滋賀県

および市町は地域に対し助言指導します。

２）情報連絡体制の充実

滋賀県は、「滋賀県防災情報システム」や「滋賀県土木防災情報システム（SISPAD）」

の適正な運用や訓練を通じて、国、滋賀県、市町および防災関係機関相互の気象予警

報や河川水位などの情報共有機能を高め、情報伝達が確実に行われるよう努めます。

市町は、浸水が想定される地域ごとに洪水予報等の伝達方法について定め、伝達体

制を構築します。

また、市町から避難勧告等の情報が入らない場合でも、地域が自ら判断し自主避難

ができるよう、国、滋賀県および市町は、テレビ、ラジオ、ホームページ、携帯電話、

防災無線等多様な手段を通して、行政から住民へ河川の水位や降雨状況、避難情報な

どの情報が確実かつ迅速に提供される体制整備を図ります。

行政からの避難などの情報が住民、事業者等の間で確実に伝達されるような体制を

整備することが望まれます。そのため、滋賀県は市町と協働して、住民、事業者等が

行う地域独自の連絡網の整備、半鐘や太鼓など音による伝達などの工夫に努め、訓練
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などを通じて確認する活動を積極的に支援します。

３）避難所等の機能強化

市町は、国や滋賀県が公表している浸水想定区域図および「地先の安全度」に関す

る情報を基準に既存の避難所等を点検し、避難所等の電気設備等を想定浸水深以上に

設置するなどの耐水化に努めるとともに、水害時においても利用できる複数階の建築

物等を代替避難所に指定するなどにより、避難所等を確保します。また、自主防災組

織等は、ワークショップなどの手法により、避難所等までの最も安全な避難路を検討

します。

市町は、高齢者や障害者などの災害時要援護者が安心して避難できるよう福祉避難

所の確保に努めます。

さらに、市町内で所要の避難所等を確保できない場合、近隣市町と応援協定を結ぶ

などにより広域避難ができる体制整備を進めます。

市町は、平素から各家庭や自治会、自主防災組織と一体となって必要な食料を確保

する体制整備に努めます。滋賀県は、必要な食料について公的備蓄および流通在庫方

式により確保に努めます。

４）自主防災組織の体制整備

住民は、地域の自主防災を担う活発で持続的な組織をつくり、どのような水害にあ

っても自分たちで地域を守れるよう、以下の事項に努めます。また、事業者等は、こ

の組織の活動に積極的に参加するよう努めます。

◇ 地域で共に行動する行事をつくり、多くの住民が参加して日頃からコミュニケー

ションがとれるよう努める。

◇ 地域を思う熱いリーダーや担い手が中心となって、自主防災を担う組織をつくり

運営していく。

◇ 普段から水防活動や避難の判断を地域でも行えるようなルールをつくっていく。

◇ 他の組織との交流や、川の歴史を調べたり川で遊ぶなどの楽しみを加えた工夫を

する。

市町は、資機材の整備などに対して助成することや、地域の積極的な活動内容を紹

介していくことなどにより、組織的な活動が継続されるよう支援します。
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また、河川沿いの複数集落が連合して組織をつくるなど、高齢化や過疎化が進んで

いる地域においても組織的な活動が継続できるよう支援します。

（５）的確な応急対策と復旧のための体制強化

はん濫が発生した際には、被害の拡大を防ぐための速やかな対応が重要です。

このため、国、滋賀県、市町、住民、事業者等および防災関係機関は、水防計画、

地域防災計画、防災業務計画の災害応急対策計画や災害復旧計画に基づく各々の役割

を果たせるよう、訓練を実施するなどにより、各組織の体制の強化を進めます。

なお、滋賀県および市町は、各組織間の連携が十分図れるよう、水防訓練や総合防

災訓練等を実施します。

表-5 水害にそなえる対策に関する役割分担

国・県

主体

○指定した河川における洪水予報や水位情報の通知および周知

○指定した河川における水防警報の発令および通知

○指定した河川における浸水想定区域の指定公表

○災害に関する警報、情報等の収集および伝達

○迅速な災害復旧の実施

支援
○市町・指定地方公共機関の防災活動の援助調整

○水防体制と組織の確立強化、水防に関する市町への助言指導

市 町 主体

○防災のための知識の普及、教育および訓練

○自主防災組織の育成指導

○災害時要援護者対策の推進

○災害に関する警報、情報等の収集および伝達

○避難の指示および勧告、避難者の誘導ならびに避難所の開設

○水防組織の整備、資機材等の備蓄

○消防（水防）機関の出動および出動準備

○浸水想定区域が指定された場合のハザードマップの作成配布

住 民 主体

○地域の防災活動への参加

○立ち退き指示に基づく避難

○自主防災を担う組織をつくり運営

○水防活動や避難判断に係る基準・ルールを作成

事業者等 主体 ○市町長からの要請に基づく水防活動等への参画

防災関

係機関
主体

○法令ならびに水防計画、地域防災計画および防災業務計画に基

づく活動の実施



33

第５章 「ながす」・「ためる」・「とどめる」・「そなえる」対策を円滑に進める方策

１ 「地先の安全度」に関する情報を活用した事業評価

滋賀県は、「地先の安全度」を活用して、各治水対策の減災効果を計量化し、滋賀

県が実施する「川の外の対策（ためる・とどめる・そなえる）」の施設設計等にも反

映します。

なお、滋賀県が実施する「川の中の対策（ながす）」については、「中長期整備実施

河川の検討」に基づき着実に実施します。

流域治水政策の進捗を点検するため、流域・はん濫原での改変行為（連続盛土構造

物の設置・撤去等）の影響を定期的に調査し、「地先の安全度」の変化として広く住

民に開示し、情報の共有化を図ります。

２ 滋賀県流域治水基本条例（仮称）の制定

本方針を実効性あるものにするために、主として以下の項目を定めた県条例（仮

称：滋賀県流域治水基本条例）の制定を目指します。

なお、条例制定に当たっては、市町との協議・調整および県民への説明を十分行い

ます。

◇ 地先の安全度の調査・公表（情報公開、見直しなど）

◇ 流域貯留対策に関すること（雨水貯留や地下浸透対策の推進など）

◇ はん濫原減災対策に関すること（建築・土地利用規制の区域指定および態様、連

続盛土構造物の設置協議など）

◇ 水害に関する地域防災力向上対策に関すること

◇ 水害に強い地域づくり協議会・水害に強い地域づくり計画に関すること
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３ 水害に強い地域づくり協議会および水害に強い地域づくり計画

地域住民、市町、滋賀県、国、関係機関等が協働して、流域治水対策を推進するた

めの組織として水害に強い地域づくり協議会（水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会）を設置します。

家屋の流失や水没、床上・床下浸水が想定される箇所を含む地域では、これらの被

害を着実に回避・軽減するため地域の特性に応じた課題を整理し、地域の特性に応じ

た対応策をとりまとめた計画（水害に強い地域づくり計画）の策定に努めます。特に

人的被害につながる家屋の流失や水没が想定される地域では、早急に計画の策定・実

施を進めていきます。

（参考文献）

1) 水災害分野における地球温暖化に伴う気候変化への適応策のあり方について，社

会資本整備審議会答申，2008．

2) 滋賀県の河川整備方針，滋賀県土木交通部河港課，2010．

3) 中長期整備実施河川の検討，滋賀県土木交通部河港課，2009．

4) 淀川水系河川整備基本方針，国土交通省河川局，2008．

5) 淀川水系河川整備計画，国土交通省近畿地方整備局，2009．

6) 台風第９号災害検証報告書，佐用町台風第９号災害検証委員会，2010．
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（付録） 用語解説

あ 1 越水 堤防などの頂上から流出する水。越流水。溢水(いっすい)。

2 応援協定

災害発生時における各種応急復旧活動に関する人的・物的支援につい

て、地方公共団体（以下「自治体」という）と民間事業者や関係機関

との間で、または自治体間で締結される協定。

か 3 外力

気候変動の影響を受ける降水量などの気象要素と、その変化により生

じる洪水、渇水、土砂流出、高潮等の現象を意味する。ここでは、降

雨によって生じる洪水流量や洪水位などの総称。

4 河積
川の横断面において、水の占める面積をいうが、一般には計画高水位

以下の河川流水断面積をいう。

5 河川愛護活動

地域住民やボランティア団体（河川愛護団体）、企業等が行う河川の

パトロール、除草・清掃、啓発看板の設置等により、身近な自然空間

である河川が良好な環境が保たれることを目的とした活動。

6 河川管理者

河川は公共に利用されるものであって、その管理は、洪水や高潮など

による災害の発生を防止し、公共の安全を保持するよう適正に行われ

なければならない。この管理について権限をもち、その義務を負う者

が河川管理者。

7
河川整備基本

方針

河川法に基づき、河川管理者が定める長期的な水系の整備方針。洪水

対策の基本となる流量などを定める。これを基に今後 20～30 年間に

取り組む具体的な河川工事や、ダムなど治水施設の設置を盛り込んだ

河川整備計画をつくる。

8 河川整備計画

河川法に基づき、河川整備基本方針に沿って具体の整備内容を定める

ものであり、地域住民の安全や河川環境に直接関わるものであるた

め、関係住民、関係自治体、学識経験者からの意見聴取を実施する。

9 河道
川の水が流れる道筋。堤防のある場合はその間の区域をいい、ない場

合は高水位のときに流水が占める区域をいう。

10 気候変動
地球の気候の変化について使われる言葉。気温のほかに降水量や雲な

ども含むすべての要素の、すべての時間スケールでの気候変化。

11
洪水ハザード

マップ

水防法に基づき、堤防が決壊した際の浸水想定区域およびその際の水

深を示した「浸水想定区域図」に、地方自治体が、避難場所等を書き

加えた図。

12 公的備蓄
自治体が、避難場所・避難所に指定されている各種施設に備えている

救出救護資材や食糧などの防災備蓄。

13 国土利用計画
国土利用計画法に基づいて策定される、国土の利用に関して最も基本

になる計画のこと。行政上の指針となるもの。

さ 14
災害応急対策

計画

災害応急対策基本法に基づき、風水害や大規模火災などによる災害が

発生した場合、または発生するおそれがある場合の被害の拡大防止措

置及び被害者に対する応急救助の措置について基本的な計画を定め

たもの。

15 災害危険区域

地方自治体が建築基準法（第 39 条）に基づいて、津波・高潮・洪水

などの風水害を受けやすい地域として指定したもので、この区域内で

は建築の禁止など一定の建築制限を行なえる。
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16
災害時

要援護者

高齢者や障害者など災害時に必要な情報を迅速かつ的確に把握し、自

ら を守るために安全な場所に避難するなどの災害時の一連の行動を

とるのに支援を要する人々のこと。

17
災害復旧

計画

自然災害などにより大きな被害を受けた場合に、日常生活をこなせる

状態までに回復させるための事前計画。

18
自主防災

組織

住民一人ひとりが「自らの命は自ら守る」、「自らの地域は自ら守る」

という考え方にたって、自主的に防災活動を行う組織のことをいう。

19 樹林帯

帯状に設置された樹木、あるいは自然のままに残されている樹木のこ

とをいう。河川沿いに繁茂している樹林群は昔から堤防とともに洪水

時に水害から田畑や家屋を防御する（水害防備林）機能がある。

20 準用河川
一級河川にも二級河川にも指定されなかった河川で、市町村長が公共

性の見地から重要と考え指定した河川。

21
浸水想定

区域図

国や県が水防法に基づき洪水予報河川や水位周知河川に指定した河川

において、計画の対象となる降雨により河川がはん濫した場合に、浸

水が想定される区域と浸水深を示した図。

22
森林の

多面的機能

国土の保全、水源のかん養、土砂災害の防止、保健休養の場の提供な

どの多面にわたる機能。

23

水害に強い

地域づくり

協議会

地域住民・市町・滋賀県・国・関係機関等が協働して、流域治水対策

を推進するための組織。

24

水害に強い

地域づくり

計画

家屋の流失や水没、床上・床下浸水が想定される箇所を含む地域では、

これらの被害を効果的に回避・軽減するため地域の特性に応じた課題

を整理し、対応策をとりまとめた計画。

25 水害防備林

川や堤防に沿って、松や竹などの樹木を植えてつくった林。洪水のエ

ネルギーを弱め、堤防が決壊しても、ゆるやかにはん濫させる効果が

ある。

26 水害リスク
水害を受ける危険性のことで、水害による被害の程度と被害の年発生

確率を乗じたもので表される。

27
水系一貫の

観点

降雨時には上流の各支川から下流の支川に至るまで洪水が時間差で流

入して増水するため、部分的に行う局所的な手当でこれらに対応する

ことは上下流や本・支川でのバランスを欠いた不安定な治水となるた

め、上流から下流まで統一性のある一貫した河川計画のもとに治水対

策を行うこと。

28 水源かん養
水源を保ち育て、河川流量を調節する。雨水を一時に流出させず、常

に一定量をたくわえるので水資源の確保や水害防止に効果がある。

29 水防管理者
水防管理団体である市町村の長、または水防事務組合、水害予防組合

の管理者をいう。

30 水防計画

水防法に基づき、水防事務の調整及びその円滑な実施のため必要な事

項を規定し、各河川湖沼等の洪水等による水災害を警戒、防御し、こ

れによる被害を軽減することを目的とする。

31 水防法

洪水又は高潮に際し、水災害を警戒し、防御し、及びこれに因る被害

を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的として制定された

法律。
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32 図上訓練

大きな災害が発生する事態を想定し、危険が予測される場所や状況な

どをシミュレーションする訓練のこと。リスクコミュニケーションの

手法のひとつで地図や透明シート、カラーペンなどを用いて、シート

の上に書き込みながら避難意識を参加者全員で高めていく。

33
総合

防災訓練

様々な災害による被害を最小限にするため、地域住民、事業所、行政

機関、防災関係機関、医療関係機関が協力・連携して行う防災訓練。

た 34 態様 物事のありさま。状態。ようす。

35
地域防災

計画

災害対策基本法（第 40 条）に基づき、各地方自治体（都道府県や市町

村）の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のために処理すべき業

務などを具体的に定めた計画。

36 地域防災力

地域において自助と共助の役割を果たす個人や団体・組織、すなわち、

地域住民や自主防災組織、さらに、消防機関・警察などの防災関係機

関はもとより、地域に所在する事業所、学校、民間病院などあらゆる

組織が有する発災時の活動能力をいう。

37 治水安全度

河川の安全度（治水安全度）は、流域に降る雨量の「年超過確率」で

表現される。これは、「どれくらいの年超過確率の雨（何年に一回の

雨）まで溢れずに耐えられるか」ということを意味している。

38 中小河川 都道府県等が管理する河川。

39

中長期整備

実施河川の

検討

近年の県財政状況は大変厳しく、河川事業においても、より効率的・

効果的な事業展開が求められている。このため、滋賀県内各河川の治

水安全度の均衡に配慮した河川整備を目指すため、客観的な指標に基

づき河川整備に優先的に取り組む河川の選定を実施した。この一連の

検討のこと。今後は、この検討結果を反映した、地域ごとの河川の特

性に応じた『河川整備計画』の策定に向け取り組みを進める。

40 直轄管理
中間の機関を経ずに、直接に施設管理を管轄すること。直接に施設管

理を行うこと。ここでは、国が直接管理を行うことをいう。

41 天井川
上流から流れ出る土砂のため、川底が周辺の土地より高くなっている

河川。

42
土地利用

基本計画

国土法に基づき、各種の土地利用計画の総合調整を行う上位計画とし

て、都道府県知事が国土利用計画（全国計画・都道府県計画）を基本

に策定する計画。

な 43 内水はん濫

河川の水を外水と呼ぶのに対し、堤防で守られた内側の土地（人がす

んでいる場所）にある水を「内水（ないすい）」と呼ぶ。内水の水は

けが悪化し、建物や土地・道路が水につかってしまうことを「内水は

ん濫」という。

44
農業振興

地域

市町の農業振興地域整備計画により、農業を推進することが必要と定

められた地域。

45
農業の

多面的機能

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文

化の伝承などの多面にわたる機能。

は 46 背後地
堤防をはさんで河川と反対側にある堤防によって洪水から守られてい

る地域のこと。

47 破堤 堤防が壊れて堤内に水があふれること。

48 半鐘
火事、天災、泥棒などを知らせるために打つ鐘。青銅製で、寺院の梵

鐘（ぼんしょう）に比べて小さいため半鐘という。
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49 はん濫原

はん濫原とは、河川の流水が洪水時に河道から氾濫する範囲にある平

野部分をいう。谷底平野や扇状地、沖積平野、三角州などで洪水時に

浸水する範囲も同様にはん濫原といえる。

50
はん濫注意

情報

住民の避難行動に関連し、河川のはん濫に対して注意を要するレベル

に発表される洪水予報。この情報により水防団は出動を行い、市町村

は避難準備情報の発令を判断する。

51 はん濫流 川の水などが増して勢いよくあふれ出る流れ。洪水の流れ。

52 避溢
ひ い つ

橋
きょう 洪水を堰止め、上流側に被害が生じる恐れがある場合に、盛土に変え

て橋梁形式にしたもの。新幹線や高速道路によく見られる。

53 避難勧告

対象地域の土地、建物などに被害が発生する恐れのある場合に住民に

対して行われる勧告。災害対策基本法 60 条に基づき、原則市町村長の

判断で行われる。

54 普通河川

一級河川、二級河川、準用河川のいずれでもない河川（法定外河川）

のことで、河川法の適用・準用を受けていない。市町村が必要と考え

れば条例を策定し管理している.

55
防災業務

計画

災害対策基本法（第 36 から 39 条）に規定されている計画で、指定行

政機関の長はその所掌事務に関し、また指定公共機関はその業務に関

し、防災基本計画に基づき、その所掌事務または業務について作成す

る防災に関する計画。

ま 56

まるごとま

ちごとハザ

ードマップ

自らが生活する地域の洪水の危険性を実感できるよう、居住地域をま

るごとハザードマップと見立て、生活空間である“まちなか”に水防

災にかかわる各種情報を標示する取り組み。

ら 57 流域
ある川が降水（雨水、雪融け水など）を集めつつ流れる、その範囲・

領域を指して言う地理用語である。

58 流況
流れの状況。低水流量、渇水流量、比流量、平水位、低水位、流量と

平均流速の関係等、全般を総括して流況と呼ぶ。

59 流体力

本基本方針では、単位幅運動量/単位幅体積重量、あるいは、平均流速

の自乗と浸水深との積により表現される水理量を指す。水などの流れ

が引き起こす力に相当する。集中豪雨による被害を防ぐには、浸水の

範囲や水深だけではなく、流体力を考慮に入れた対策が必要となる。

60
流通在庫

方式

市が購入した備蓄物資を企業の流通ルートに乗せることにより、企業

の倉庫へ備蓄する方式。

〈メリット〉（1）常時物資が新しい物に更新されるため、更新に伴う

経費が節約される。

（2）保管に係る倉庫の確保も不要。

（3）物資の管理に伴う事務の軽減が図れる。

61
量水標

管理者

量水標（水位を測るために設置される、目盛りのついた標識柱）を管

理する者（国、県、市町等）。

62
連続盛土

構造物
道路や鉄道など、土を盛って造られた連続した構造物。


